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台湾の強制自動車保険
鈴　木」辰　紀
工、はしがき
　私は今年（1999年）2月22日から25日までの4日問三1σ年ぶりの台湾再訪を
果たした。わが国の正月休みに当たる「春節」、（2月ユ5日一21日）明けを待っ
ての訪台であったが，一街にはまだ正月気分が横溢していた。訪台3日目の2月
24日午後，中華民国風険管理学会（「風険管理学会」とは日本の「リスクマネ
ジメント学会」のこと）と同産物保険核保学会k「損害保険アンダーライター
学会」のこと）の共同主催の講演会でわが国の「日産生命の経営破綻につい
て」講演をおこなった。
　この度の台湾再訪の主目的は同国の自動車保険事情の視察であったが，ちょ
うど10年前（1989年）の最初の訪台時に知遇をえた陳継尭先生（当時は台湾
最大の損害保険会社「国泰産物保険」（現・富邦産物保険）の副社長であっ
た）が現在は同国の風険管理学会の理事長で，今回の講演のテーマに「目産生
命の経営破綻」間題を採り上げたのは，．陳先生のご希望によるものであった。
　ユQ年ぶりの台湾，それもわずか4目間というごく短い滞在であったが，その
間にえた資料を’もとに同国の強制自動車保険について概観を蒲いてみたい。
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皿．概説
（1〕台湾の自動車保険について第一に指摘すべきことは昨年（ユ998年）1月
1日を期して同国にも本格的な「強制自動車保険制度」が導入されたことであ
る。この点は，「自賠責保険廃止論」あるいは「自賠責保険民営化論」が喧し
いわが国の状況とまさに好対照といえる。
（2〕地勢：台湾は，地理的には日本・韓国・中国本土・フィリピンに囲まれ
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た東南アジアの中心的位置にある。琉球列島の南端である与那国島から100km，
台湾海峡を隔てたヰ国奉土の宿建省赤ら200』，南ぽバシニ海峡を隔ててフィ
リピンと350㎞の距離にある。位章的には中国大陸の東南海上，北緯22～26度，
東経119～124度に位置する（図一1参照）。台湾本島と瀞湖諸島などを合わせ
た大小79の島々からな、り，総面積は約3万6000蛙で，九州よりやや小さい。う
ち，台湾本島が3万5，873㎡で，全面積の大半を占める。本島は南北に長く
（394k皿）東西に狭く（最も幅の広いところで144㎞），西南西に突き出たタバ
コの葉の形をしている。中央山脈が南北に貫き，東西の交通を困難にしてきた。
申央山脈など山岳地帯は，島全体の面積の70％を占め，3000m級の山々が133
も違なる。中央山脈の西側には豊かな平野が続き，早くから開発がすすめられ
てきた。東側は平地が少なく，山裾ぽ断崖となって太平洋に突き出ている。本
島の西にある膨湖諸島は，大小64の島々によって構成されているが，全体的に
標高の低い丘陵地帯である。台湾は現在，台湾本島とその周辺の島々および福
建省に属する馬祖島・金門島の2省18県7市からなっており。臨時首都は台北
市でその人口は268万人（1997年1月）である（図一2参照）。
　（3）人口：正式には「中華民国」と呼ばれる台湾は，総人口が2，ユ94万人
（1999年（申華民国88年）1月現在）である。これに対しわが国の総人口は1
億2，616万6000人（1997年現在）ゆえ，人口此では台湾はわが国の5．7分の！，
丸めていえば6分の1弱というところである。なお，第二次大戦直後の1946年
の台湾の総人口は609万人であったとのこどゆえ，台湾の総人口は50数年間で
3．6倍に増えたことになる。
　全人口のうち98％は中国大陸から渡ってきた人たちの子孫で，そのほとんど
は福建省沿岸地方の出身どのことα何時頃，一・、何処から台湾へ移住してきたかで
「本省人」「外省人」丁客家人」など，＾いくっかに分けられる。先住民族ば9種
族で約32万人いるとのこと。
u（4〕歴史：新天地を求めて台湾に移住してきた漢民族ば；田畑を耕し，米を
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作り，サトウキビを栽培し，これらが大陸との交易品になった。ほかにも樟脳
や茶など，農業を中心に台湾経済は始まった。ユ7世紀にはいる頃から欧米列強
が植民地または貿易中継地としての台湾に目をつけるようになり，一時はオラ
ンダが南部をスペインが北部を占拠してともに植民地政策を押し進める時代が
あった。その頃中国大陸では満州族の清王朝（1644－1912）が台頭し，漢民族
の明王朝が滅びた。166！年明王朝の遺臣で日本女佳を母にもつ鄭　成功がオラ
ンダ人を台湾から駆逐し，台湾を抗清復明の根拠地とした。しかし，鄭　成功
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は翌1662年に39歳の若さで病死する。この問の鄭成功をめぐる物語を浄瑠璃
の傑作に仕立てたのが近松門左衛門作のr国性爺合戦」である。1683年に清朝
の軍隊が鄭軍を降伏させ，台湾全土を版図に組み入れた。、その約2世紀後の明
治27～8一（1894－5）年の日清戦争の結果，台湾は・日本に割譲され，以後第二
次大戦終結までの50年間日本の植民地支配のもとにおかれた。この日本による
台湾統治時代の統治の実態については，黄　昭堂『台湾総督府』（教育社・
1981年）参照。
　（5）経済：第二次大戦後の台湾経済も最初は農業申心であったが，商工業が
急遠に伸び，1953年に経済建設計画を実施し，工業化政策が進められた。軽工
業から重工業への転換に重点がおかれ，石油化学や精密機械工業が目覚ましい
発展を遂げた。また，日米からの外資導入により，電気機器な、どの新興産業も
輸出を支えた。1973年から展開されたいくつかの重化学工業化プロジェクトの
中では百油化学工業が最も成果を上仇その結果，輸出産業をになう合成繊維
とプラスチック加工の原材料の自給体制が確立された。
　台湾のGN　P（国民総生産）は安定的に増え続け，’1993年には国民一人当た
り1万ドルを突破した（なお，1997年の一人あたり国内総生産は13，233ドルで
あった）。順調な輸出の伸びで，近年は世界でトップを競うほどの貿易黒字国
になっている。ちなみに1999年2月末の同国の外資準備高は世界第三位の926
億ドルに達している。それを支えているのは，電子部品を筆頭に，主として一
般機械，電機製品，鉄鋼，パルプ，非鉄金属などである。そのほか，ミニカメ
ラ，運動靴，ヨット，衣料晶，バナナ，パイナップルなども世界に誇る輸出品
である。
．（6）通貨ほか三通貨は新台湾元で，≒般には「NT＄」と表示される。ユ新
台湾元は現在約3．7円ない一し3二8円である。＝言語は北京語・台湾語（閾南語と福
建語）・」客家語等が主な言請であるが；そのほかにも少数民族は彼ら独自の言
語をもってい季。宗教は仏教・道教等が主要なものである。
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　（7）政治・行政：国家元首に当たる総統・副総統は1996年5月から，台湾人
民の直接選挙で選出されることになり，民主化が一挙に促進された。任期は4
年である（1994年7月の憲法改正）。各省長と省議会議員，県長・市長，県・
市会議員も住民の直接投票で選出され，任期は同じ4年である。台湾は日本と
同じように立法・司法・行政の3院があるほか，監察（公務員の懲戒，会計検
査など），考試（公務員・専門技術者の国家試験，官吏の試験，叙勲など）の
2院がある。なお，現在の台湾がおかれている国際政治上の徴妙な立場につい
ては下記文献参照。読売新聞社台湾取材団『台湾は何処へ行くか』（亜紀書
房一・ユ995）。
　（8）教育：教育制度は日本と同様に小学6年，中学3年，高校3年，大学4
年であるが，例外として教育・法・建築学部は5年，歯学部6年，医学部は7
年である。義務教育は小学・中学の9年問。学期は毎年9月1日から翌年8月
31日までである。台湾では1950年以来徴兵制が実施されており，陸・海・空の
いずれかで2年問の兵役に服さなければならない。学業を終えたばかりの若者
が兵役につくため，就職や結婚時には兵役を終えている由である。
（注）本章の叙述は，主に下記の文献によっている。
①□TBのポケットガイド138台潮（JTB出版事業局・1996年）
②脇田　恵暢『ひとりで行ける世界の本，台湾120パーセントj（日地出版・1997年）
③福村・石倉・古屋丁フリーガイド・ワールド⑳台潮（実業之日本社・工998年）
皿．台湾の損害保険
前章では台湾の概況について紹介したので，本章では同国の損害保険事情に
ついて紹介したい。なお，本章の叙述は「台北保険協会」発行の「Fact　Book
1997，Non－life　Insurance　in　Taiwa皿R，O．C．」（以下，「Fact　Book，Non－life」とし
て引用）と「中華民国財務部保険局」発行の「1997Insurance　Amua1Report
oftheRepublicofChina」ほかによっている。
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　1．保険市場の歴史と現状
　（1〕1946年，それまで台湾で営業をおこなっていた旧日本保険会杜13社の資
産を接収・統合して，「台湾産物保険公司」が戦後最初の保険会社（公営）と
して台湾省に設立された（なお，「産物保険」というのは，損害保険の意味で
ある）。
　（2）1949年，国民政府の来台と前後して，それまで中国大陸で営業を行って
いた保険会社のうち「中国産物保険公司」（公営），「中国航聯産物保険公司」
　（民営），r太平産物保険公司」（民営）の3社が本店を台北に移して営業を開
始した。
　（3〕更に，ユ960年に台湾政府が保険事業の民営開放政策をとり，とれにより
損害保険会社の設立が1961年から1963年にかけて相次ぎ，計14社となる。
　／4〕1993年に約3C年ぶりの新設關放により1社が新設され，1996年に更に1
社が新設。その緒果，現在国内杜は合計16社となっている（詳細は下表参照）。
　（5〕台湾系の公営一2社・民営ユ4社，計16社以外では，欧米系外国損保10社が
台湾に支店を開設しているが，いずれもが自国物件を中心に限定的な営業をし
ているにすぎない（下表の下から2段目の欄に見るとおり，外資系損保のマー
ケット・シェアーは10社全体でも1．8％にとどまる）。また，わが国の東京海上
杜を初め日系損保7社（東海，安田，＾三井，住友，日本，、千代田壬日」産ジと，
欧米系損保12杜が駐在員事務所をおいているが，財務部通達（76826979号
　（87．12．14付），770376105号（88．9．24付））により，国際運輸に係わる船舶・
航空機以外の保険種目については台湾以外の保険会社に直接付保することは認
、められていない。財務部の許可があれば可となうているが，、許可取得は極めて
難しい状況にあるとのこと。なお，．私が台湾訪問中・（1999．2．22－25）に三井
海上社がわが国の損保会社としては初めて台湾での嘗業免許を取得したとの朗
報に接。した。
　（6工上述のように，1997年末現在，免許を得た内外の損害保険会社計26社が
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営業をおこなっている。これらのうち16社は国内社，10社は外国会社の支店で
ある。その他に共済が1社一台湾漁業保険共済社（TaiwanProvincial
Fishery　Marine　I鵬urance　Cooperative　S㏄iety）一あり，漁船保」険の営業を
認可されている。
（7）台湾の損害保険会社と業績の詳細（1997年）
会社名 設立年 所有者系統 収保（百万元） シェアー
ユ．富邦産物 1961 台湾系・察家 ユ5、ユ57 20．8
2、明台産物 1961 台湾系・林家 9．418 13．O
3．中央産物 ヱ962 国民党（公営） 4，872 6，7
4．台湾産物 1946 台湾省政府（公営） 4，329 6．0
5．新光産物 1963 台湾系・呉家 4，168 5．7
6、泰安産物 1961 台湾系 4，157 5．7
7．中国産物 1949（移転）申華民国政府 3，833 5．3
（ユ994年民営化）
8．奉僑産物 1961 フイリピン牽僑・楊家 3，444 4．7
9．国牽産物 1962 台湾系・王家 3，342 4，6
ユO．航聯産物 1949（移転）上海系 3，297 4．5
工1．第一産物 1962 台湾系・拳家 3，206 4．4
12．華商産物 1963 台湾系 3，044 4．2
ユ3．友聯産物 ユ963 上海系・力覇G 2，983 411
14．太平産物 1949（移転）上海系（交通銀行） 2，677 3，7
15、東泰産物 1993 台湾系・国泰人寿 2，60ユ 3．6
16．統一産物 ユ996 台湾系・統一G 834 ユ．2
外資系10社合計 1，354 1，8
合　　計 72，7ユ8 1OO．00
　（出典）東京海上社の野上　明氏提供の資料による。
　2．台湾の損害保険についてのその他のデータ
　（1）ユ997年末で，損害保険事業の総資産はユ，671億100万元（1元＝4円とし
て，約6，684億400万円）で，96年末のL398億6，000万元に比べると272億4，100
万元の増加であった。
（2）種目別収入保険料およびマーケット・シェプーは以下の通り（ユ997年）。
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合～ξり強読白藪卓俣険
種目 収入保険料二 マーケット・シェァー
1．自動車 389億3700万元 53．57％
2二．火災 エ68億2500万元 23．ユ5％
3．その他新種 49億2500万元 6，78％
4、海上貨物 44億8200万元 6．17％
5．機械 37億3700万元 5，14％
6．海上船舶 23億1600万元 山3，18％
7．航空 14億60oO万元 2．01％
収入保険料総頚：726億8，10p万元（約2，907億2，400万冊
成長率：十13．28％（ユ993年〕，十ユ4．15％（94年），十9，25ヅ（95年），一2．52％
（96年），一9．40％（97年）
（以上は。上掲rF盆ct　Book，Nqn』脈」切・6，7よ．り）
　以上のデータにより＾，台湾の損害保」険もわが国と同様；」自動車保険がマー
ケット・シェアーの過半（53．57％）を占めていることが知られる。（ちな、みに
わが国の自動車保険の構成比も積立保険料を除いて計算した場合，強制と任意
で63．1％（1996年度）を占める。）
　（3）199プ年の損害保険全体の損害翠は65．20％であ9た。この数芋は96年の
71．27％に比べ6．07％の改善であった。、このロスレシオの著しい改善には，山自
動車保険の損害率の改善が大きく寄与している。すなわち，96年の79．47％が
97年に63．06％と損害率が16．41％，額にして76億9，400万元」も。減少したことが
貢献しているとのこと6
　（4）ユ997年末の自動車保有台数は，四輸章が528万3千台。オートバイ・ス
タ←タ｝類が1，002万7千台でありたしこのように！オートバイ；スクーター類
が自動竿の倍も存在する点が台湾の自動車保険事情の一大特色といえ乱なお，
同国における最近の自動車保有台数・自動車事故件数・死者数・負傷者数の援
移については，下表参照。
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台湾の自動車事故統計
項目
年 保有台数 事故件数 死者数 負傷者数
1966 129，113 6，045 948 7，793
197ユ 888，200 ユ0，088 1，780 13，412
1976 2．ユ67，147 10，517 3，087 14，792
1978 2，566，930 14，448 3，896 20．885
1979 2，977，061 ユ3，764 4，048 19，365
1980 3，539．499 11，762 4，039 16，4工6
1981 4，288．436 ユO，072 3，84C 13，377
1982 5，039，420 8，844 3，596 11，202
1983 5，729，338 7，805 3，392 9，374
ユ98’4 6，359，702 7，221 3，54C 8，265
198・5 7，008，468 6，461 3，564 6，955
1986 7，646，397 8，630 4，139 9，983
1987 8，323，0！9 8，359 4，373 9，410
1988 8，ユ17，657 7，044 4，190 7，461
1989 7，983，066 6，405 3，930 6，571
1990 8，855，663 6，206 3，910 6，ユ55
1991 9，668，0ユ5 4，729 3，305 4，308
ユ992 ユ0，311，302 3，489 2，717 2，929
1993 10，939，645 2，696 2，349 2，115
1994 11，562，390 3，603 3，094 2，937
ユ995 12，1ユ6，8C5 3，528 3，065 2，933
1996 13，739，163 3，619 2，990 2，939
1997 14，8ユ8，187 3，401 2，945 2，605
1998 15，670，7ユ8 2，713 2，500 2，C00
（出典〕内政．部警察署
（注）死亡は箏故後24時聞以内の死亡のみ。
　　車両数は年央値である。この数値には軍用車は含まれていない。
w．台湾の強制自動車保険について
本章では本論である「台湾の強制自動車保険」について述べようと思う。冒
頭で触れたとおり，台湾では昨年（1998年）1月1日から待望の強制自動車保
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険が本格的に実施され衣（ただし，一オートバイ’ス、クーター類への適用は本年
（1999年〉1月工貝から）・。一そこで本章ではまず1998年の強制自働車保険導入
以前ρ状況に？いて紹介し，、その後でこのたび新たに導入された台湾のr強制
自動車；保険制度」について紹介したいづ
　§1998年1月1日以前の自動車保険事情
　、（以下の叙述は，主として塵　淑恵（金沢　翠校閲）1「台湾における自動車
保険制度につ～）て」『目卒交通法学会創立20周年記念・世界の交通法』、（貝本交
通法学会・ユ992年），p．305以下によってレ三る）
　（ユ）中華民国政府は，1954判こ台湾地域における自動車ρ急増にともなわて
生じると懸念される自動箪事故問題に対処するため，「汽車投保意外責任辮法」
（自動車責任保険政令＝行政院台交8峨号政令）一を制定し㌧ζれにより台湾で
はじめてr強制自動車賠償責任保険」、がスタートした。
　（2）当時の強制保険は，、対人、二対物の両貢任保険をカバーするものであった。
　（3〕強制保険の支払限度額は，傷斉山・死亡・後遣障害・、物的損害について
別々に定められてい牟。そのほか、に1事故当た1りの限度額竜定められていた。・
それぞれの具体的な責任限度額（付保必要保険金額〉は以下の通り．であった。
　①対人傷害（1名にっき）　　　　　　　　　　　　　7、与00元
　②死亡（1名につき）　　　　　　　　　　　　　　15，000元
　③後遺障害（1名につきj暴高）　　　　　　　　　；5，000元
　④対人1事故当たり　　　　　　　　　　　　　　　30，000元
⑤対物エ事故当たり　　　　　　　　　　　　　　10，000元、
　⑥自動車1台』こつき　　　　　　　　　　合計．40，000元一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対人30仰0元十対物ユ⑪，幻09元）
　（4）任意の対人・対物自動車賠償責任保険は，強制保険である対人・一対物賭
償責任保険の上乗せ保険であ？た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ1
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（5）両保険の約款・料率は原則として「損害保険商業同業公会」によって制
定され，財務部（わが国の大蔵省にあたる）の認可を得たうえで実施されていた。
　（6〕当時の強制第三者自動車責任保険約款によると自動車事故による対人賠
償責任および対物物賠償責任は「法律上の責任による」と定められ，かつ，台
湾では原則として一般不法行為に関する「過失責任」が適用されていた（台湾
民法184条）。
　（7〕したがって，交通事故の損害賠償訴訟でも損害賠償請求者が加害者の過
失を立証することが要件とされた。しかし，自動車事故のような一瞬に起きる
事故の場合は被害者が加害者の過失を立証するのはきわめて困難であった。そ
して被害者が加害者の過失を立証できない以上，裁判所も被害者の加害者に対
する損害賠償請求権を認めることはできなかった。それゆえ，当時の制度のも
とでは被害者の救済は非常に困難であった。
　（8）有効な強制保険契約が締結されていなければ壬自動車を運行の用に供す
ることは許されなかった。また，自動車の初度登録および，その後に定期的に
行われる所轄官庁による自動車検査（車検のこと）の際には，そのつど有効な
強制自動車保険証明書を提出しなければならず，かつ，強制自動車保険証明書
は次回の自動車検査までの期間を完全にカバーするものでなければならないと
いう，わが国と同様の「車検リンク制」が採用されていた。
　／9）その他，たとえ車が譲渡されても，車に付けられている強制自動車保険
契約は次回の車検時まで新たな所有者につき有効に存続するという「車両単位
制」がとられた。
　⑩　よって，保険料の算定に当たっても，契約者の過去の事故歴等の個人的
要素を考慮に入れることはしていなかった。すなわち，強制保険におけるリス
ク分類は章両の物理的な特徴（車種・用途等）に応じて決められるに過ぎな
かった。
　㈹　旧強制保険のもとでの免責事由は，①自動車の所有者の承諾を得ない運
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転（無断運転），無免許・無資格運転，②酒類・薬物の影響下での運転，③犯
罪行為または逃亡中に生じた賭償責任など全10項目あり（詳細については，上
掲の蓼論文p．309参照），それ以外にも任意保険の基本約款第15条に定める免
責事由（1号一7号＝具体的には，戦争，放射能汚染，被保険者の故意など）
も適用されたので，保険会社はこれら多くの免責事由により幅広く填補責任を
免れることができた。
　胸以上のように台湾では，1954年から強制自動車賠償責任保険を実施して
いたが，被害者の救済の面で不十分なことは明らかであった。そこで，1974年
から同保険制度の改正に真剣に取り組み，1990年3月には，強制汽車責任保険
策進小組により「強制自動車損害賠償責任保険法」の草案（第二次修正案）の
完成を見た。
　㈲　以下，先の蓼論文に基づいて，同草案の特徴について述べる。
　　（i〕責任主体の範囲の拡大：わが国（日本）では，盗難車運転・無断運転
　　　等によって生じた自動車事故の被害者に強制自動車保険（自賠責保険）
　　　を適用してこれを救済するために，判例・学説は自賠法3条に規定する
　　　「運行供用者責任」または「保有者責任」につき種々の拡張解釈を行っ
　　　て，この種の事故被害者の自賠責保険による救済を実現する方向で努力
　　　を重ねてきた。
　　／i、）この点について台湾の新草案は，被保険者の定義を拡大して，．被保険
　　　自動車の運転者はすべて，この草案にいう被保険者と見なすこととした。
　　　従って，例えば，盗難車や無断運転車によって人身損害を被った被害者
　　　も当然にこの草案の補償範囲（強制自動車保険の補償範囲〉に入ること
　　　とさ科た。
　　㈹　限度額つき無過失責任主義：台湾の上記草案は，現行法（当時）の損
　　　害賠償に関する過失責任の立証困難という欠陥を是正するために，アメ
　　　リカのノーフォルト保険の被害者保護の精神を汲み取って，強制保険の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
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　　保険金額の限度内においてではあるが，人身損害の賠償責任について完
　　全な無過失責任主義を採用することとした。その限度額は，当時の草案
　　（ユ990年3月の第二次修正案）では被害者一人につき死亡の場合60万元
　　とされる予定であったが（金額は政令指定事項），将来の一層の増額が
　　期待できるとされた。
　（1。）被害者に保険者に対する直接請求権を付与する。
　（Ψ）免責範囲の縮小．保険者が免責されるのは以下の2場合のみとする。
　　①被害者または賠償請求権者が故意または犯罪行為によって生じさせた
　　場合，②被害者または賠償請求権者が被保険者または加害者と共謀して
　　事故を生じさせた場合。
　←i）政府の「特別補償基金」の創設：無保険車事故・櫟き逃げ事故の被害
　　者の救済を図るため，政府による公的な特別補償基金が設立されること
　　になっていた。
W，1998．！．1より実施のr強制自動車損害賠償責任保険法」（中華
民国85（1996）年12月27日成立，法律第850030！850号）について
　以下は同法（以下，「新法」と称する）の内容紹介であるが，前章で蓼論文
に基づいて紹介した1990年3月完成の同法の草案（第二次修正案）の内容の多
くがそのままの形で新法中にとり入れられていることが分かる。新法は6章，
全50条からなっている。新法全文（日本語訳）を本稿の末尾に［付録I］とし
て載せてあるので参照されたい。
　（1）隈度額つき無遇失責任主義の採用：新法第一の特徴は，一定の限度額
（保険金額）内とはいえ，交通事故の加害者の賠償責任について完全な無過失
責任主義を採用した点であろう（第5条）。新法第5条はこの点を「加害者の
過失の有無に関わらず」と表現している。また，交通事故により人身損害を
被った被害者に対し迅速に基本補箪的救済を与えるという新法の「目的」は，
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同法第1条に「交通事故により死亡・後遺障客・傷害等を被った被害者に迅速
に墓本的補償を与えること」と明確に表現されている。わが国の自賠法が3条
但し書に加害者の無責3条件を残置したため，加害者の有無責をめぐる争いが
しばしば発生し，結果として少なからぬ数の交通事故被害者が自賠責保険の恩
恵にもあずかれない実状にあることを思うと，台湾の新法が採用した限度額
（保険金額）を限っての完全な無過失責任主義化は，この点の欠陥を思い切っ
て切除したものとして高く、評価できるであろう。なお，新法の草案起草者にこ
の種の発想を与えたのが米国のノーフォルト保険であったという前述の指摘
（第皿章⑬の㈹）は，まさにその通りであろうと思われる二、昨年（1998年）10
月1日以降わが国の多くの損保会社が発売に踏み切った「人身傷害補償保険」
もこれと発想をひとしくするものである。
一（1－2）次に，無過失責任が課せられる強制保険の保険金額＝「支払限度
額」」蟷（政令指定事項）は，第25条によ、り以下の3種類とされる。すなわち，
①傷害医療保険金，②後遺障害保険金，③死亡保険金である。そしてこれら3
種の保険金の支払基準および金額は「財務部（わが国の大蔵省に当たる一鈴木
注）と交通部，（わが国の運輸省に当たる∵鈴木注）．が社会経済の動向に基づき
案を策定後，行政院の承認を得て制定する」こととなうている（同条2項）。
§強制保険の保険金額（1998．1．1現在）、
最高填補隈度額
給付項　目 NT＄ ￥（NT＄＝￥4）
、傷害医療 200，00q． 800，000
対人／1名 後遺障害 1，200，000 4：80◎、O00
死　　亡 1，200，00q 4，800，OOO
対人■ユ事故 舞　制．限
（出輿）東京海上社の野上　明氏提僕の資料による。
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　この表を見れば分かるように，1990年3月完成の新法草案（第二次修正案）
の数字と比べ，死亡の場合の限度額が倍増されている。この問（1990－1997
年）の物価と賃金の上昇分を考慮したものであろう。
　いま一点気のつくことは，新法は交通事故による人身損害の救済のみを意図
しており，旧強制自動単保険がカバーしていた「物損」は担保から外したこと
である。この点も見落としてはならない新法の重要な改正点といえよう。
　（2〕新法第2の特徴は，同法の「被保険者」の定義にある（第8条）。すな
わち同法では強制保険の被保険者を以下のように定義することで，わが国で今
でも時に問題となる「無断運転車」または「盗難車」一により人身損害を被った
被害者を強制保険の保護対象に取り込んでいる。この点は，わが国の実状を反
面教師とした妥当な解決策の採用といえよう。
第8条「この法律で『被保険者』とは，第4条により本保険を付保した者（車
の所有者のこと一鈴木注）および被保険自動車を使用または管理中に交通事故
を起こした者をいう。」
　なお，この「無断運転車」および「盗難率」により傷害を被った被害者を強
制自動車保険の担保内に取り込んで救済することは，1990年3月に完成の同法
草案（第二次修正案）申にすでに盛り込まれていたことは先に触れた（第皿章
蝸の（・），lii）参照）。
　（3）新法第3の特徴は，わが国の場合と同様に，車の所有者に強制自動車保
険の締結を義務づけるとともに，その契約締結を車の「自動車登録番号」（ナ
ンバー・プレートのこと）の申請と「車検証」（運行詐可証）申請の前提条件
としている点である（15条）。これにより台湾もわが国と同様なr車検リンク
制」」を採用しているこξが知られる。な牟，この「軍検リ！ク制」は旧強制保
険制度下においてもすでに採用されていた。
　以上に述べた「車検リンク制」と同様な「無保険車対策」は，車を他入に譲
渡する場合にも働く。それゆえ車を他人に譲渡する場合には，保険契約の譲渡
　16
を同時に（正確には「譲渡を先1に」）行わなければならない（第21条）。すなわ
ち目く’。「被保険自動軍の所有権を移転する場合，同時に当該保険契約の変更
手続を行わなければならない。変更手続が未了の場合，軍の所有権移転の登録
手続はできない。」
　したがって自分の車を他人に譲渡する場合，譲渡人は譲渡前に売買契約書ま
たは譲渡証明書をもって保険会社におもむき，被保険者変更の手続をする。こ
の変更をおこなった後隆運局に当該保険証券を提示し，かくして初めて自動軍
の所有権の移転が可能になるとのことである。
（3－2）自動車所有者が強制保険を付保せずに車を走弓せていたことが警察
の交通取締等で判明したばあいは直ちに検挙されるほか，以下のような極めて
高額の罰金を科せられる（第44条）。
§無保険者に対して科せられる罰金（カッコ内は1新台湾元＝￥4と、した場
合の日本円換算値である）
罰金の支払日 ①無事故で捕まった場合 ②事故後に捕まった場合
支払期隈内に支払う場合 　　一6，000兀 　　　’一12，000兀
（24，000円） （逐8，000円）
支払期限経過後 　　　一10，000兀 　　　一20，000兀
15日以内に支払う場合 （40．O00円） （80，000円）
支払期限経過後15日を超え 　　　一20，000兀 　　　一40，000兀
30日以内に支払う場合 （80，000円） （160，000円）
支払期限を30日以上 　　　一30，000兀 　　　一60，000兀
経過後に支払う場合 （120，000円） （240，000円）
（3－3）車の所有者AがBに自車を譲渡しながら上記の譲渡手続の一切を
怠った場合，つまり保険契約上の被保険者の変更手続も車の所有者の変更手続
も車った場合，その車に馨かれた被書者Cはどうなるのであ今うか。問題は強
制保険牟被害茸Cのために働メか否かであるが，こρ場含に1ま車の所有者Aは
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Bの運転を承知していることゆえCには保険会杜から強制俣険金が支払われる
由である。ただ支払う前に必ず車の所有権のBへの移転と被保険者の変更など
の手続きを済まさせるとのこと。そして，Cが被害者となったこの事故は新し
い被保険者であるBの事故歴になるとのことである。
　これに対して泥棒運転の場合には，被害者Cに衝突したのがAの車ゆえAの
つけた強制保険でカバーされるが，保険会社は保険金を支払ってから泥棒運転
で事故を起こしたBに求償できる由である（後掲の（7）参照）6いずれの場
合も新設の「特別補償基金」とは無関係とのことである。
（以上は，富邦産物保険有限公司一・嚢理の王　克正氏よりの回答による）
　（4）新法第4の特徴は，「受益者」という新たな概念を導入したことである
（第10条）。新法は「受益者」，つまり強制自動車保険の恩恵にあずかる者とし
て以下の三者を挙げる。すなわち，①身体傷害給付および後遺障害給付の受益
者は被害者本人，②死亡給付の受益者は被害者の相続人，③相続人がいない場
合は自動単交通事故特別補償基金。
　ここでユニークなのは，死亡しえ綾害者に相続人がいない場合の受益者とし
て「特別補償基金」が挙げられている点である。この「特別補償基金」は新法
で初めて導入されたもので，後述のとおりわが国の「自賠保障事業」に相当す
るものである。この基金の創設により従来存在した「無保険車」「ひき逃げ箪」
（加斉者不明）による被害者の泣き寝入り（不救済）は回避されることとなっ
た。なお，新法第23条により保険者は強制保険金を受益者に対して支払う義務
を負う（強制保険の被保険者（加害者）に対してではない）ほか，受益者は強
制保険の保険金額の範囲内で保険者に対し直接に保険金の支払を請求できる
（直接請求権の承認：第28条）。
　（5）新法第5の特徴は，強制保険金の支払に一定の日限を切っている点であ
ろう。すなわち，新法第23条第2項はつぎのように規定する。（保険者は保険
金支払の）「請求書の提出をうけた日から5日以内に支払保険金額を確定し，
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10日以内に支払わなければならない。」この条文の趣旨は，強制保険の保険者
は受益者からの保険金支払請求書を受理した日から、5日以内に支払保険金の額
を確定・通知し，その日から10日以内に保険金を支払わなければならないとい
うことのようである。そのような迅速な保険金の確定と支払が本当に可能なの
か疑問なしとしないが，事故後ただちに治療費・葬儀費・生活費などの支出の
必要にせまられるであろう被害者や遺族のことを思えば1日もはやい保険金の
支払が望ましいことは議論の余地のないことゆえ，この規定を非難するいわれ
はないと思われる。
　（6〕新法第6の特徴は，この保険の免責事由についてである（第26条）。わ
が国の自賠責保険の免責事由は加害者が「悪意」の場合のみといえるのに対し
て，台湾の新法は以下の三つの場合を免責事由に挙げてい和すなわち，
　①被害者または受益者と被保険者または加害者が共謀した行為の場合
　②被害者または受益者の故意の場合
　③被害者または受益者の犯罪行為による場合
　以上に挙げた免責事由はいずれも被害者・受益者自身が共謀・故意・犯罪に
加担していることゆえ，被害者・受益者が強制保険金の恩恵にあずかれなくて
もやむを得ないのではあるまいか。この場合，残された家族の窮状を考慮にい
れても妥当な免責事由の設定といえよう。
　（7）新法第7の特徴は，被害者または受益者に対しては保険者に保険金支払
義務があるが，保険者は支払った保険金を限度として加害者（被保険者）に対
し求償できる場合を規定している点である（第27条）。そのような場合として
新法は以下の5つの場合を規定している。すなわち，
　①飲酒，麻薬・幻覚剤等を服用して運転していた場合
　②犯罪または公権力からの逃亡行為を行づていた場合
　③自殺または故意による」場合
　④道路交通監理処罰条例21条に違反していた場合
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⑤被保険者の許可を得ずに運転していた場合
　以上いずれの場合も加害者（被保険者）に答はあっても，被害者・受益者
にはいかなる答もないことゆえ，加害者（被保険者）の答ある行為のために被
害者・受益者に保険金が支払われないいわれはない。他方，上記の5場合はい
ずれも保険者の免責を認めてしかるべき場合ゆえ，被書者・受益者に対し保険
金を支払った保険者に支払った保険金の額を限度として加害者に求償できると
したのは事さに妥当・適切な解決策といえよう。求償した保険者が支払った保
険金相当額を実際に加害者（被保険者）から回収できるか否かは別問題である。
回収が不能な場合その回収不能分は結局，保険者の自己負担に帰すことになろ
う。なお，上記の第4号に見える「遺路交通監理処罰条例21条に違反した場
合」とぱ，①運転免許を持たずに運転するとか，②小型車の運転免許しか持た
ない人がトラックを運転するなど，全部で10の違反項目からなる。
　18）新法第8の特徴は，加害者（被保険者）の事故後の義務を新法申に明定
している点である（第32条）。すなわち，以下のとおりである。
「被保険自動車に自動車交通事故が発生した場合，下記の規定にしたがい処理
するものとする。
　1，被保険者または加害者はただちに現地警察に通報し，5日以内に書面を
　　もって保険者に通知する。
　2．被保険者または加害者および受益者は保険者に協力し，関係する資料を
　　保険者に提出しなければならない。
　3．被保険者または加害者は，みずから一または第三者に依頼して，被害者を
　　直ちに現地または最寄りの医療施設へ搬送しなければならない。ただし，
　　当該交通事故により加害者らがその能力を失っている場合はこのかぎりで
　　ない。
　被保険者または加害者が前項に違反した場合でも，保険者は保険金支払義務
を免れない。ただし，第1項に従わなかったために保険者に生じた損害はこれ
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を賠償しなければならない。」
以上のように，本条第1項は次の三つの義務を被保険者らに課している。す
なわち，①第1項第ユ号は被保険者（加害者）の警察署および保険者への事故
通知義務，②同第2号は被保険者（加害者）・受益者らの保険者への協力義務，
具体的には保険者への関係資料の提出義務である。③同第3号は，被害者の救
助義務を規定し，被保険者または加害者に被害者を現地または最寄りの医療機
関へ搬送する義務を課している。ただし，被保険者または加害者自身が事故の
結果それを行える状態にないときは別だとしている。
　第2項は，被保険者らが上述の義務，すなわち①警察署および保険者への事
故通知義務，②保険者に協力する義務，③被害者を医療機関に搬送する義務に
違反しても，それで強制保険金を受領する権利を失うものではないことを明言
している。ただし，第1項の義務に違反した結果保険者に損害を与えた場合は
被保険者らにその損害を賠償する責任がある。
　（9〕新法第9の特徴は，前述もした「特別補償基金」の新設である（第36条
以下）。新法施行以前はこの種の特別補償基金を欠いていたため，無保険車や
「ひき逃げ車」の被害者は何の救済にも預かれなかった。この不合理を解消す
るために新法ではわが国を含む先進諸国の先例にならって，わが国でいわゆる
「自賠保障事業」に相当する「特別補償基金」を創設し，加害者が無保険ゆえ
に，あるいは加害者が不明なために救済されなかった被害者の救済に万全を期
すことにしたのである。妥当な手当といえる。
（9－2）「特別補償基金」は以下の5つを財源とする（第37条）。①強制保険
の保険料中に含まれる」「特別補償基金」分担額，②第39条に定める代位求償に
よって得た収入（これは具体的には，補償金を支払った「特別補償墓金」が被
害者の権利に代位することで加害無保険者または加害ひき逃げ者から回収しえ
た賠償金のことである）、③基金め運用益，一④第10条2号に定める収入（これ
は前述もしたが，被害者が死亡の場合で相続人がいない場合，宙に浮くことに
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なる強制保険金を「特別補償基金」の財源に繰り入れるというものである），
⑤その他の収入。このうち第1号の「強制保険の保険料中に含まれる『特別補
償墓金』分坦額」は現在，保険料の6％とのことであった。
（9－3）新法第38条は上記「基金」へ補償金を請求できる場合として以下の
三つの場合を挙げている。すなわち，①当該自動車が特定できない場合（「櫟
き逃げの場合」ということであろう一鈴木注），②当該自動車が被保険自動
箪でない場合（「無保険の場合」ということであろう一同），③当該自動車の
保険者に保険金支払能力がない場合。以上のうち最後のものはわが国では馴染
みが薄いが，世界的には決してまれなことではない（鈴木辰紀『世界の自動車
保険」（日交研シリーズD－87・1ヨ本交通政策研究会・1996年）pp．8，9参照）。
その意味で，妥当な手当と評価できる。
　σo　自動単の所有者は一旦契約した強制保険契約を自由に解除できない（第
20条）。解除できるのは，①被保険自動車の登録が抹消された場合，②被保険
自動車を廃車にした場合，③重複契約中先に満期の到来する契約を解除する場
合の3場合に限られる。保険者もまた以下の場合以外に強制保険契約を解除ま
たは終了させることはできない。すなわち，（i〕被保険者が16条所定の告知義
務に違反した場合（なお，強制保険の告知事項は，①自動車の車種，②自動車
の用途，③自動車の登録番号，原動機番号，車体番号，のみである），（、i）被
保険者が小切手で保険料を支払い，それが不渡りとなった場合の2場含のみで
ある。
　ω　新法は，強制保険の主務官庁が財務部（大蔵省）であることを明言する
とともに，財務部が本保険に関する調査を遂行するために警察署，交通管理な
どの関係機関に資料の開示を求める権限を付与し，しかも，開示の請求を受け
た側はこれを拒否できないと規定する（第6条）。わが国で昨今問題となって
いる警察関係資料（実況検分調書など）の入手困難も，この種の規定がもしも
自賠法中にあれば，入手は遥かに容易になるものと思われる。その意味で，被
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寄者の迅速、、確案・公平な救済牽実環するた釧ξ」も，この種の規定9案現を要
塾しておき・たい6
以上を一もって台湾のr強制自動車損害賠償責任保険法」、の要点紹介を終える
ζとにしたいg、
V。台湾の自動車事故被害者救済をあぐるそめ他の特徴
　前章で。新強制自動車保陰湊の主な特徴に触れたので，一本章では，新法のそ
の他の特徴に？いて触れたい。
　（1〕その他の特徴の第一に挙げるべきは，、新法は強制自動車保険ρ保護の対
象を「人損のみ」に限った点であろう。旧強制保険のもとにあっては，人損ρ
ほかに丁物損」牽強制保険の保護の対象にLていた二とを考えれば極めて大き
な変革といえる。これは多分，台湾ρ経済竜発展し，国民二人当たりの所得・も
伸びたことから、又クータ㌣・オートパイ類が過半を占ゆる台湾の自動車保有
状況からして車の物損や対物事故までも強制保険の対象にする必要はないと、の
判断が働いたのではないかと推祭される。一また，一物損まで二も強制保険でカバー
するとした場合に予想される対象事故件数の急噌にξ阜なう事務処理の煩雑さ
も一因と考えられろ。■
　（亭）その偉の特徴の第」2は，新法の適用牽自動尊について1よ1998年1月1一日
からとしたのセこ対して，保有台数全体の3分の2を占めるスクータi・オー」ト
バイ類についてはその遺用を1年岡遅らせた点であ一る莇この点についての回答
は，7クータ㍉オートバイ類の数の多さ．（ユ“q02万台）1ゆえに自動車1と同時
の適用では事務処理が問に合やない恐れがあづたため、．どのことであった。な
お、冒頭で触れた陳継尭先生のお話ではぺ昨年来の強制自動車保険の実施は
極めて入ム←ス行われているとの二とであっ．た。
（剖一台湾の白動車事故をめぐるすこぶる特徴的なことは；自動車事故の原因
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判定に加害者・被害者・保険会社以外の第三者機関である「鑑定委員会」が当
たるという点である。このような鑑定委員会制度は新法の発足後に行われたも
のではなく，遥か以前の公路法（1959年6月26日総統令）の規定に基づく。具
体的には，「交通事故鑑定委員会」（中国語では「軍両行車事故鑑定委員会」と
いう）がそれである。自動軍事故が生じた場合，①自動車事故の発生原因，②
主にどちらの過失で事故は起こったのか，さらに③双方ともに過失がある場合
は，その過失割合について専門家の鑑定が必要になる。そこで公路法67条は
1「交通事故鑑定委員会」について次のように規定する。
公路法67条1項「省（市）道路管理機関は，車両交通事故を処理するため；各
地で事故鑑定委員会を設立して，交通事故鑑定業務を遂行することができる。
その委員会の構成は，その地の道路管理機関と関係機関・団体が，経験のある
専門人または専門家から選び，それを担任させる。」（劉　得寛「台湾における
交通事故損害賠償」肚界の交通法』（前出）p．146）。現在の台湾には全部で
14の鑑定委員会が存在する（本稿末尾の［付録I－1］参照）。
（3－2）（i）この鑑定委員会の鑑定には拘東力があり，台湾の裁判所は同委
員会の鑑定綜果に基づいて裁判を行うとのことである。また，保険会社は上記
鑑定委員会の下した事故原因・過失割合についての鑑定結果にしたがって保険
金を支払う由である。（il）賠償額の判定は行わず，それは保険会社の支払部門
（損調部門）が行う。liiO上記鑑定委員会の鑑定に不服がある場合には，以下
の委員会に申し出て2回目の鑑定を仰ぐことができる。この不服申立を受理し
て再鑑定をする機関は以下の3委貝会からなる。すなわち，「台北市汽車肇事
覆議鑑定委員会」（台北市で自動車が起こす事故についての2回目の鑑定委員
会），「高雄市汽車肇事覆議鑑定委員会」および「台湾省汽車肇事覆議鑑定委員
会」がそれである（本稿末尾の［付録1－1］参照）。
（3－3）鑑定委員会の構成員は，学者・公務員・労組の代表などである。台
北市の鑑定委員会を例に説明すると，委員の数は14名。毎週1回の割合で開催
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し，委員には報酬が出る。全14名中には学者・専門家がおり，交通事故と関係
のある公的機関の代表者も委員になる。上記の14名中5名が公務員で，内訳は
警察署，交通局，交通監督庁，．工務局，法律規範会の代表。運転手労組からも
1名が参加している。学者には博士号をもつ教授も参加しているとのことで，
今は5名の教授が参加している由。残る3名は事故鑑定の専門家である。公務
員の場合はレベルの高い官僚とのこと。ただし，客観的で公正な鑑定を保障す
るためと委員の安全を考えて，委員会の構成メンバーの氏名を明かすことはで
きないとの回答であった（［付録1－2］参照）。
（3－4）鑑定委員会の目的のいま一つに，鑑定結果に従って将来の交通事故
防止策など安全対策のための資料の収集があるとのこと。つまり，同委員会の
役割は単に事故原因を究明して事故がどちらの当事者の過失に基づくか，また
双方に過失がある場合に各当事者の過失割合を判断するほか，事故の態様を分
析した結果遺路構造や周辺事情に改善を加える必要があると認める場合にはそ
のような改善策も指示し（例えば，事故多発地帯の改善），交通安全にも寄与
しているとのことであ糺わが国でも見習うべき制度ではあるまいか。
（3－5）翻ってわが国の場合を考えると，わが国の場合はこの種の委員会を
欠くために，交通事故がどちらの当事者の過失によって引き起こされたρか，
また，当事者双方に過失が認められる場合にそれぞれの過失割合いかんが，警
察の実況検分調書等に基づくとはいえ，直接の利害関係者である任意の損害保
険会社の判断に委ねられているといっても過言ではない。しかもそれは自賠責
保険も含めての話である。このように見てくれば分かるように，交通事故被害
者に公正にして迅速な保険的救済を確保するためにも、台湾の鑑定委員会のよ
うな利害関係のない第三者機関の介在が望まれるのである。．この点の詳細たつ
いては、拙稿「自動車保険制痩の課題」『損害保険研究』（6ユ巻1号・5一月刊行
予定）第IV章参照。
25
　26　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第381号
　（4）強制保険の保険料
　新法では，箪の「所有者単位制」を導入し，①車種別基本保険料，②被保険
者の年齢・性別，③事故歴を基に保険料を算定する方法を採用している。その
計算式は以下の通りである。
　（i）自然人の場合：
　　（車種別基本保険料×（！＋年齢・性別係数十事故歴係数）十業務費用）
　　　÷0．93258）
　（i。〕法人の場合：
　　（車種別墓本保険料×（1＋事故歴係数十業務費用）÷0．93258）
（注）最後のC，93258で全体を割り引くのは，強制保険の保険料計算は純保険料と事務経費だけで行
　　われているため，①特別補償基金分担額の6％，②特別準備金の2％，③安定基金の0，2％
　　（計8．2％）を付加し，そこから④事務経費の予定運用益（L45％）を控除したもの（6，742）
　　を確保するためのものとのこと凸
　以上のように新強制自動車保険では，保険料率の算定に自動車所有者の年
齢・性別・事故歴等のリスク要素を加昧している（第41条参照）。これはわが
国のような完全な「車両単位制」の場合には，自動車所有者の年齢・性別や事
故歴（保険金受領歴）に応じた料率差別が導入できず，無保険車の発生阻止の
ためとはいえ，結果的に大いなる悪平等（負担の不公平）をきたしている。台
湾の新法は，この点について改善の手を打ったものと思われる（本稿末尾の
［付録皿］の「強制自動車責任保険料率表」参照）。
　（5）任意保険の平均保険金額，平均保険料額
　任意保険の平均付保金額：対人一人＝150万元（約600万円），1事故＝300万
元（約1・200万円），対物〒30－50万元（約120万円一200万円）位が任意保険の
標準的付保金額とのことであった。その場合の支払保険料は，対人＝100万元
の場合で2，100元（約8，400円），対物＝50万元の場合で2，400元（約9，600円）
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とのζと包なお，1育湾の労働者の平均年収はaO歳代で42万元（約168万円），、30
歳代で84万元、（約336万円）・とのこ，どである。
　（6〕一死亡の場合ρ平均賠償額は大体25q万元から30q万元」（約！，000万円から
1，20q万円）位であるが，裁判例には死者一人の賠償頚として1，200万元、（約
4，800万円）という高額のものもあるとのζとであ．る。
　（7）薄制保険プール
　新法守にはこの強制保険プニルについての規定は見あたらないが，二聞くと二
ろでは，損保各社は強制保険の保険料中の純保険料の60％を「強制保険プ←
ル」に拠出し，一■そこから前年度ρ各社の強繍保険シェアーに応じて一定率
（図一A）・
純保険料6q％
プール
8、ユ8劣を戻す
純保険料40％
（図一B）
純保険料40％ （富邦）　　プ←ルから戻った8，18％／
強卸保険独文会計 財務部保険司
婁ア
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（％）の払い戻しを受けるとのこと。例えば台湾最大の損保会社であそ富邦
産物のユ998年の場合を例に説明すると，同年同社は，純保険料の60％をプール
に拠出し，プールから純保険料の8，18％を払い戻された。同社はこのプールか
ら戻された8．18％と手元に残っている純保険料の残り40％を合わせて独立会計
とする（第42条参照）。ただし，強制保険分はわが国と同様に「No　Lcss＆No
Profitの原則」に従うので，そこから利益や利息収入が生じても，保険会社が
これを自己の利益にすることは許されない。強制保険関係の会計を管理・監督
するのは財務部保険司（大蔵省保険局）である。
（上の（5）（6）（7）は，富邦産物保険有限公司・嚢理の王　克正氏よりの
回答による）
　（8）強制保険については保険の申込みを受けた保険者に拒否権がない（新法
第ユ7条）。ところで，極めて事故歴の劣悪な自動章所有者からの申込みの場含，
その取り扱いはどうなるのであろうか。この点についての回答は，自動車所有
者の過去の事故歴が如何に劣悪でも保険者には契約を拒否する権利はない。た
だ，自家用小型自動単の保険料を例に説明すると平均的な保険料は2，451元で
あるのに対し，20歳未満の男子で過去3年間に毎年事故を起こしていた場合の
強制保険の保険料は6，761元になるとのことゆえ，大体3倍近い保険料を支払
うことになる由である。
w．結び
　昨年（1998年）1月！日から実施をみた台湾の強制自動車保険制度について
の紹介を煎章までで完了したことにして，本章では，同保険制度の要点を摘記
しておきたい。
　同保険制度を紹介してみて一番に気のついたことは，この新たな強制自動車
保険制度の策定に携わった人々のわが国の自賠責保険制度への造詣の深さであ
る。実際に多くの関係者がわが国を親しく訪問してわが国の自賠責保険制度に
　2ε
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ついて研鐙を積まれたと聞いている。、その甲斐あってか，わが国の自賠責保険
制度の山もつ欠陥が見事に克服されているといえる。
　（ユ〕一例を挙げると，新法第一の特徴といえる「限度額つき無過失責任」の
採用など，そρ好例であろう。．わが国の自賠法が3条但レ書にr無責3条件」
を存置したために、自動車事故で死亡・負傷した場合にも基本補償とされる自
賠責保険金さえもらえないか，減額されてしかもらえない場合があ一り，．ために
遺族や被害者が窮地に追い込まれる場合が皆無でないのに対し，台湾の新法で
は「限度額：強制保険の保険金額」までは完全な無過失責任の採用に踏み切g
た結果，この種の「非救済者」の発生が阻止されろことになった。
一（2）．、わが国の実状が反面教師になったと考えられる第2の場合は，強制保険
の被保険者に「被保険自動車を使用または管理中に交通事故を起こした者」を
加えた点であろう。その結果，わが国では今でもその救済方法の理由づけが議
論の対象となる「無断運転者」や「泥棒運転者」による事故の犠牲者も，台湾
の新法では当然に強制保険の保護にあずかれることになった。ただし，自損事
故被害者のみは強制保険の担保外であることを付言しておく。
　（3）わが国の実状が反面教師になったと考えられる第3は，台湾では強制保
険を「車単位」から「人単位」に切り代えたことである。その結果，強制保険
の保険料算定に車の所有者自身のリスク要素である①年齢，②性別，③事故歴
などを考慮に入れることが可能になり，わが国で今でも批判の対象である強制
保険の保険料負担面での悪平等・不公平が大いに改善された点である。
　（4）その他わが国が同国の強制保険から学ぶべき点として，以下の2点を指
摘しておきたい。その第一は，新法が強制保険金の支払について「保険金支払
請求書を受理した日から15日以内に保険金を支払う」よう保険者に義務づけて
いる点である。
　／5〕その2は，「交通事故鑑定委員会」の存在である。わが国にもこの種の
交通事故原因の究明・過失割合の認定を担当する第三者機関があったらどんな
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によいかと考えるのは筆者のみではあるまい。
（本文・完）
（注記）本稿執筆に際しては，本文中でお名前を紹介させていただいた方以外
に下記の方々のご支援を頂いた。千代田火災海上保険株式会杜の川上祐一氏，
損害保険事業総合研究所の隈崎　勇氏，台湾・申国産物保険有限公司の李　宗
容氏，トーア再保険株式会社の祖　立偉さん。これらの方々のご協力に心から
感謝申し上げる。また，台湾出張に際しお世話になった商学部・徳井研究振興
基金にも心からのお礼を申し上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1999．4．18）
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〔付録I〕
中華民国・強制汽草責任保険法皿（強制自動車損害賠償責任保険法）
第1章二総則
第！条
交通事故により死亡・後遺障青・傷害等牽被った被害者が迅速に墓本的補償を受けられ
ること，および，交通安全を維持すること，を月的に本法を制定する。
第2条
自動車損害賠償貢任保険法（以下，本法）の規定により，本法に規定のない事項は保険
法その他関係法令の規定を適用するものとする。
第3条
この法律で「自動単」とは公路法（遣路交通法）第2条第8項に規定する自動車および
公道上を走行する原動機付車両をい㌔
第4条
すべての自勲車の所有者は本法の定めるところにより本保険を付保しなければならない。
軍用車も同様とする。
第5条
爽通事故によ一り死亡一・後遺障害・傷害等を猿づた被害者は；、加害者の過失のあるなしに
関わらず，本法の規定により保険金額の範囲内で等しく保険金請求ができるものとす宕。
第6条
本保険の主管は財務部（大蔵省）とする。
主管機関は本保険に関する事項を調査するために．警政署（警察署），交通管理等関係
携関に資料の閉示を請求することができ，被講求者はこれを拒否することができないぺ
第7条
この法律で「保険者」とぱ，財務部から営業許可を受けた本保険を取り扱える保険業着
をいう。また，その審査方法は財務部と交通部（運輸省ジでこれを定める。
第8条
この法律でr被保険者」一とは享一第迫・条により本保険を付保した者および被保険自動専を
使用または管理申に交通事故を起ζした肴をいう。
第9条
この法律で「加害者」とは，自動到こよる交逼事故の行為者をいう。一
この法律でr披害者」とは，自動剃二よる交通事故で死亡・二後遺障害もレぐは傷害を
負つた者垂いう。
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第10条
この法律で「受益者」とは，下記の各項に該当する者をいう。
　ユ、身体傷害給付および後遺障害給付の受益者は被害者本人をい㌔
2．死亡給付の受益者は被害者の相続人をいう。相続人がいない場合はこの法律の定
める自動車交通事故特別補償基金を受益者とする。
第11条
この法律で「被保険自動軍」とは、自動軍損害賠償責任保険証券に記載された自動專お
よび第17条第2項に基づき保険契約を締緒していると見なされた自動車をいう。
第12条
この法葎で「自動車交通事故」とは，自動車の所有・使用・准理によって被害者に死
亡・後遺障害1傷害を負わせた事故をいう。
第！3条
この法葎に基づき発生した保険金および特別補償金請求権は，受益者がその権利の発生
を知った日から2年問これを行わない場合，消滅する。自動車事故発生の日からユ0年を
経過した場合も同様とする。
第14条
自動箪の所宥者は，保険契約を継続的に有効とするために，保険契約の終了時または第
17条第1項に定めるとおり保険契約の引受を拒否された場含，ζの法律の規定に従？で，
再度保険契約を締結しなければならない。
第2章　保険契約
第1節　契約の成立
第ユ5条
自動車の所有者は，自動車登録番号の申請または運行証明書を申請する前に，自動軍1
台毎に保険者と本保険契約を締緒しなければならない。
本保険契約の締結は，保険申込書で行うものとする。
第16条
自動車所有者は，保険契約締結時に保険申込書で問われる次の各項について事実を告知
する義務がある。
　1．自動車の種類
　2．自動車の用途
　3．自動車登録番号，原動機番号，車体番号
第17条
下記の各項目のいずれかに該当する場合を除き，保険者は保険契約の締結を拒否しては
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ならない。
　1．自動草所有者が保険料を未払レ～の場合
　2．自動箪所有者が第16条に規定の告知義務に違反した場合
保険者は，保険契約申込書を受領後10日以内に契約引受もしくは拒否の意思表示を行う
義務を負う。これを行わない場含は，契約の引受と見なす。
保険者が第1項の規定に違反して契約の引受を拒否した場合，その拒否の意思表示は効
力を生じないものとする。
第18条
この保険契約が成文後，保険者は保険証明書および保険契約書を発行し．被保険者に交
付するものとする。保険証明書の必要記載事項に変更があった場合，被保険者は保険者
にその変更を通知する義務がある。
第19条
保険者は，保険契約を解除することはできない。
下記の各号のいずれかに該当する場合を除き，保険者は保険契約を終了することはでき
ない。
　1．被保険者が第16条に規定の告知義務に違反した場合
　2．被保険者が小切手で保険料の支払を行い，これが不渡りとなった場合
保険者は前項に基づき保険契約を終了する前に，文書をもって被保険者に10日以内にこ
れを正すよう通知しなければならない。
保険契約を終了する場合，保険者は3日以内に文書をもって所属の交通管理機関にこれ
を通知しなければならない。
保険者は被保険者に対し契約終了後，未経過期問分の保険料を返還しなければならない昌
保険料を返還するまでの期間，保険契約は存続しているものと見なす。
第20条
保険契約申込者は保険契約を解除することができない。
下記各号のいずれかに該当する場合を除き，保険契約申込者は保険契約を終了すること
ができない。
　L　理由を問わず，被保険自動単の登録が抹消された場合
　2．被保険自動車を廃車にした場合
　3．㌧、重複して保険契約を締精し，そのうち先に満期が到来する契約を解除する場合
前項に基づき保険契約を解約し，その保険料が既に支払われている場合，」保険者は未経
過期間分の保険料を返還しなければならない。一未払いの場合は保険申込者は経過期間分
の保険料を支払わなけれぱならない由
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第21条
被保険自動車の所宥権を移転する場合、同時に当該保険契約の変更手続を行わなければ
ならない。変更手続が未了の場合，所有権移転の登録手続はできない。
第22条
稜保険者は，保険者に対し保険契約の内容の変更について通知または申請する場含，文
書をもってこれを行うものとする。保険者が被保険者または受益者に通知あるいは変更
の同意を行う場合も同様とす私
第23条
保険者は，被保険自動車に自動章交通事故が発生した場合，この法律の規定に基づき受
益者に対し保険金を支払うものとする。
その支払は請求書の提出を受けた日から5日以内に支払保険金額を確定し，10日以内に
支払わなければならない。
第24条
この保険の保険期間は1年から3年とし，財務部および交通部が実態を見てこれを調整
する。
第25条
この保険で支払う保険金は，次の各項目とする。
　1．傷害医療保険金
　2．後遺障害保険金
　3．死亡保険金
これらの支払基準および金額は財務部および交通部が社会経済の動向に基づき案を策定
後，行政院の承認を得て制定する。
第26条
保険者は被害者が下記のいずれかの原因で死亡・後遺障害・傷害を負った場合には，保
険金支払の責任を負わない。
　1．被害者または受益者と被保険者またはカロ害者が共謀した行為の場合
　2。被害者または受益者の故意の場合
　3、被害者または受益者の犯罪行為による場合
第27条
被保険自動車に自動專交通事故が発生し，加害者が下記のいずれかに該当する場合でも
保険者はこの法律に墓づき保険金を支払わなければならない。ただし，保険者は支払保
険金の範囲内で加害者に求償することができる。
　1．飲酒，麻薬・幻覚剤等を服用して運転した場合
　2．犯罪または公権力からの逃亡行為を行っていた場合
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　3．自殺または故意による場合
　4．道路交通監理処罰条例第21条に違反していた場合
　5．被保険者の許可を得ずに運転していた場合
第28条
被保険自動箪に白動軍交通事故が発生した場合，受益者はこの法律に規定する保険金額
の範囲内で保険者に対し，保険金の支払を請求することができる。
第29条
被保険自動車に自動車交通事故が発生し，加害者または被保険者が賠償金額の一部を支
払っている場合，保険者はこの法律が規定する保険金額から，既に支払われた賠償金額
を控除した残額の範囲内で保険金を支払うものとする。ただし，受益者と加1害者または
被保険者間で同金額を控除しない旨の取り決めがある場合はそれに従う。
前項の加害者または被保険者が前もって賠償した金額は，この法律で規定した金額の範
囲内でこれを加害者または被保険者に払い戻すものとする。ただし，前項但し書きの場
合および加書者が被保険者の承諾を得ずに被保険自動車を使用した場合はこの限りでな
い。
第30条
保険者がこの法律の規定に基ブき支払う保険金は，加害者または被保険者の支払うべき
損害賠償額の一部とみなす。加害着または被保険者が賠償請求を受けた場含，上記の保
険金の額を賠償額から控除することができる。
第31条
自動車交通事故が発生し，その責めが被保険者または加害者以外の第三者に属する場合，
保険者は支払保険金の範囲内で被保険者の第三者に対する損害賠償請求権に代位して行
使することができる。
前項の第三者が被保険者または加害者の家族である場合，保険者は前項の代位講求権を
持たない。ただし，自動箪交通事故がその者の故意によって発生したものである場合は山
この隈りでない。
第32条
被保険自動車に自動車交通事故が発生した場合，下記の規定に従い処理するものとする。
　ユ．．被保険者または加害者はただちに現地警察に通報し，5日以内に書面をもって保
険者にこれを通知する。
　2．被保険者または加害者および受益者は保険者に協力し，関係する資料を保険者に
提出しなければならない。
　3．被保険者または加害者はみずからまたは第三者に依頼して，一被害者を直ちに現地
または最寄りの医療施設へ搬送しなければならない。ただし，当該交通事敵により，加
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害者らがその能力を失っている場合はこの限りではない。
被保険者または加害者が前項に違反した場合でも，保険者は保険金支払義務を免れない。
ただし，第1項に従わなかったために保険者に生じた保険者の損害はこれを賠償しなけ
ればならないむ
第33条
自動軍交通事故で死亡した者の受益者は証明資料を提出し，この法律の規定する保険金
額の2分の1の範囲内で，保険者に仮渡金を請求することができ，保険者はこれに直ち
に応じなければならない。
前項の交通事故を鑑定の結果，保険者が支払った仮渡金が支払保険金を上回っていた場
合，保険者はその超過分を返還するよう受益者に求めることができる。
第34条
自動車交通事故に複数の自動車が関わる場合，次の規定に墓づき，これを処理する。
　1．当該自動車の全部または一部が被保険自動車に当たる場合，被害者または受益者
はこの法律の規定する保険金額の範囲内で，各保険者に連帯して保険金を支払うよう請
求できる。
　2．当該自動車が被保険自動車でない場含，被害者または受益者は第38条の規定に従
い，特別補償基金に補償を求めることができる。
前項第ユ号の被保険自動車の保険者間では，引き受け車両の台数に応じて比例按分で分
担して保険金を支払うものとする。
第35条
受益者がこの法律の規定に従い保険金を請求する場合，保険者は被俣険者または受益者
がこの保険以外の保険からの支払を理由に本保険金の支払を拒否または軽減してぱなら
ない。
第3章　自動車交通事故特別補償基金（政府の補償事業）
篤36条
自動車交通事故の被害者がこの法律の規定により等しく墓本的補償を受けられるよう，
白動車交通事故特別補償墓金（以下，特別補償基金）を設置するものとする。
この特別補償墓金は財団法人とする。その規定および墓金の管理方法は，財務部と交通
部が定めるものとする。
第37条
特別補債基金の財源は次の通りとする。
　1．この保険の保険料に含まれる特別補償基金分坦額
　2．第39条に定める代位求償によって得た収入
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　3．基金の運用益
　4、第10条第2項に定める収入
　5．その他の収入
第38条
自動車交通事故が発生し，被害者またはその相続人が次に掲げる者で，この法律が定め
るとおり保険者に保険金の請求ができない場合，この法律に規定する保険金額の範囲内
で特別補償基金に補償を請求することができる。
　1、当該自動軍が特定できない場合
　2．当該自動車が被保険自動車でない場合
　3．当該自動草の保険者に保険金支払能力がない場合
被害者が第26条各号のいずれかに譲当する場合は，前項の規定を適用しない。
特別補償金を受領する権利および相続人の受領する特別補償金は差押え，譲渡、担保と
することができない。
第39条
前項の規定により特別補償基金にて補償を受ける場合，それは加害者または自動專所有
者の損害賠償の一部とみなす竈
特別補償基金は補償金額の範囲内で，加害者または自動車所有者に直接求償でき乱
特別補償基金は，加害者または自動車所有者が補償金の全額を返還するまでは，遣路管
理機関に通知し，当該自動車のナンバー・プレートと運転免許証を差し押さえ，さらに
車両の登録変更を停止する旨通知しなければならない。
被害者またはその相続人が加害者または自勲車所有者から賠償を受けている場合，また
は自己の社会保険から給付を受けている場合，特別補償基金はその全額を支払補償金額
から控除するものとする。
前4項は自動箪所有者に対する規定であり，加害者が自動章所有者の承諾を得ずに被保
険自動車を使用した場合はこの限りでない。
第4章　保険業の管理
第里0条
この保険の俣険料構成は次の通り、とする。
　ユ、危険準備金
　2，特別準備金
　3、保険者の業務費用
4．安定基金
」5．特別補償基金分担額
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前項各項目の内訳は財務部と交通部で定めるものとす糺
第4ユ条
この保険の料率は財政部と交通都で策定し，審議委員会にて審議する。
保険料率の決定は運転者および車両個々の要因により行われなければならない。
保険料率は被保険者の交通違反による事故の有無により調整される。
第42条
保険者はこの保険について独立会計とし、この保険の業務および財務状況を記録しなけ
ればならない骨さらに，この保険の運営に関わる資料を財務部および交通部、こ報告する
ものとする。
第5章罰貝纈
第43条一
この保険を取り扱う保険者が第7条および第18条の規定に違反した場合，財務部はNT
＄20，000以上N　T＄30，000以下の罰金に処丸
この保陵を取り扱う保険者が第工7条，第19条および第42条の規定に違反した場合ゴ財政
部はNT＄20，OOO以上N　T＄ユ，O00，000以下の罰金に処す。
財政部は前2項の処分を行う場合，保険者が改善するまで違反状況に応じて連続してこ
れを処罰でき，また情況により下記の処分を行うことができるものとするよ
　1．期限付き改善命令
　2．責任者または関係者の交替
　3、営業範囲の制限
　4、この保険の営業詐可の取り消し
第44条
自動車の所有者がこの保険を付保していない場合，またはこの保険の期間満了前に継続
手続をしない場合，下記の処罰を受けるものとする。
　1．遣路管理機関または警察によづて検挙きれた場合，N　T＄6，000以上N　T＄
30，000以下の罰金に処す。さらに，規定どおり付保されるまで当該車両の登録番景を差
し押さえる。
2、付保せずに事故を起こした場合、NT＄12，000以上NT＄60，000以下の罰金に処
す。さらに，規定どおりに付保されるまで，当該箪両の登録番号を差し押さえる。
前項の機関は自動車損害賠償責任保険に係わる違反事案を毅決するために設置するもの
であり，その設置方法は財務部と交通部で定めるものとする。
第45条
遺路管嚢機関による調査または書察による交通取締で，この保険を規定どおり付保して
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いない者は検挙される。
自動車所有者はこの保険に係わる違反の通知を受領後，15日以内に指定された場所で公
聴の上裁決を受けなければならない竈期間内にこれを行わない場合，連行の上，裁決を
受けるものとする。ただし，当該人物が検挙内容，違反内容を認める場合，裁決を経る
ことなく，各処罰の最低金額を指定場所に納付すればよいものとする。
前項の罰金納付処理およびその運営機構は財務部と交通部で定めるものとする。
第46条
この法葎に定める罰金を期限内に翻めない場合，強制執行を受けるものとする。道路管
理機関は同時に当該車両の登録変更，車検検査を差し止めることができる。
第6章　付則
第47条
この法偉施行後，’自動車所有者は財政部と交通部で定める二定期問内にこの保険を付保
しなければならなk・。
自動箪所有者が前項の期聞内に箪両検査を受けたり，登録番号の発行・変更を行う場合
は，この法葎の規定に従い直ちにこの保険を付保しなければならない竈
第1項に規定の期間内にこの保険を付保していない自動箪で交通事故を起こした湯合．
その被害者または相続人は特別補償墓金に補償を請求することができない。
第48条」
この法律施行後，財務部と交通部は実際g状況を考慮して，オートパイ所有者に対して
も別途この保険の付保をする期日，または車種により異なる付保の期日を定めることが
できる。
第49条
この法律1の施行細則は財務部と交通部で策定し，行政院の承認後これを公布する。
第50条
この法律の施行時期は行政院の命令により定めるものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
（注記）この台湾の強制自動車保険法の訳文は，わが国の自動車保険料率算定会提棋の
資料をもとに，筆者が若干の手直しをしたものである。なお，第47条3項にいう「被書
者」は被保険者と運転者だけを指し，他の被害者については特別補償金が童払われると
のことである。
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［付録1－1］
交通事故鑑定委員会と同再鐸定委員会の組織図
全国交通事故鑑定・再鑑定機関一覧表
．?
北
??????
省市
再鑑定会再鑑定会
???
????????．? ?????????????????? ??????????????? ??????? ?
［付録I－2］
交通事故鑑定委員会と同再鑑定委員会のメンバー構成
???????????
省 政府
省交通局
区鑑定会
工書技秘委主　　　　任　　　　委友記＝ヒ書員員112ユ5ユ　　l　1兼　　3　　9　　　聰　　　兼
??????
?????
??????????????
??????????????
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強制自動車貢任保険料率表
｛三
1997隼12月17日
財務部台財俣第86泌01042號令會街鐙布
交通部交路嚢字第8693
交通規則に違反し，事故を起こした記録 自家用大型乗用車 営業用大型客車（バス）
回　　数
????????? ????
劃引・割増率
?????????? ?????????
座席数3ユ以上
?????????? ?????????
座席数31以上
過去2隼間保険金受領なし 2 2 一20％ 5，38ユ 5，737 6，093 15，284 15，632 15，981
????????????
1 6 20％ 7，843 8，377 8，911 22，615 23古137 23，660
????????????
1 9 5C％ 9，639 10，356 11，024 28，113 28，776 29，4ユ9
????????????
0 10 60％ 1O，304 ユ1，O16 11，728 29，946 3C．642 31，339
????????????
1 12 80％ 工1，535 ユ2，336 ユ3、ユ37 33，612 34．395 35，ユ78
????????????
o ユ3 90％ 12，15ユ 12，996 13，842 35，4似 36，271 37，098
????????????
1 15 1ユo％ 13，382 14，316 15，251 39，110 4C，024 40．938
????????????
0 16 12C％13，997 14，976 15，955 40，942 41．900 42，858
?????????????
1 18 140％15，2鴉 16，296 17，364 44，608 45，653 里6，697
????????????
O ユ9 150％15，幽3 16，956 工8，068 46，44ユ 47，529 48，6工7
過去2年問に保険金5回以上受領
ユ 19 150％15，幽3 16，956 18，068 里6，441 4？，529 銘，617
過去薯隼閥に保険金5回以上受領
0 19 150％15，跳3 16，956 18，068 46，441 47，529 48，6ユ7
過去1隼間保険金受領なし 1 3 一ユo％ 5，996 6，397 6，797 17，11？ 17，509 且7．900
過去1年閻保脇受領1回 o 7 30％ 8，458 9，036 9，6工5 24，448 25，O1唾 茗5，580
過去1隼聞保険金受領2固 o 1o 60％ 10，3．脳 11，016 1ユ、728 29，946 30．642 31，339
遇去1年両保険金受領3回 o 13 90％ 12、ユ51 12，996 13，842 35、狽4 36，271 37，098
灘嚢魏記録なし o 4 0％ 6，612 7，057 7，502 ユ8，950 19．385 ユ9．820
注1：本料率菱に示された保険料はすぺて1隼簡の傑険料である。保険期間が1年未満の場合は，日劃で俣陰料を計算する。
注2：保険者が各箪種の俣険を引き受ける劇二かかった繁務用の費願〔事藁費〕は，本表に示した保険料中に奮まれている七
　　　各草穫の保険引受にかかる事業費の上限は次の通り。自家用大型パス426元．営藁用大型バス58⑪元，自家用小型パス
　　　36航，営業用小型バス535元，大型トラック里93元，小型トラック370元，大型特殊車391元、小型特殊鞠63元、被牽引
　　　車889元．軍用章至OO元，動力機榔63元。保険着は自社の経営効率に応じて事業費を減額することができる。
注葛：特別塗備金．特別補僚塞金分担額。安定基金は保険料を基礎に算出するo
遵1
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交通規則に遅反し事故を起一した記鉦 自家用小型乗用箪 小型トラック
回　　数
???????? ????
割引・割増察
20歳未清の保険料
???????????? ???????????? ????????????
60歳以上の保険料
???????? ???????????? ???????????? ????????????
60歳以上の保険料
過去2年間保険金受領なし 2 2 一20％ 勇3，874女3．482男3，564女3．214男2，348女2，121男2，O茗8女1，832男2，ユ83女工，956男3，954女3．555男3，639女3，281男2，397女2，165男2，081女工，87ユ男2，228女ユ，997
?????????????
ユ 6 2C％男4，698女4．竃07勇｛，搬女4，039熟，I72女2，946勇2，863女2，657勇3．⑪08女2，7竃1勲，榔女4，397男4，48ユ女4，工23男3，239女3，O07男2，923女2，713男 ，070女2，839
????????????
ユ 9 50％勇5，3！7女4，925勇5，O08女｛，657男3，791女3，564男3，482女3，276男3，626女3，399郷，429女5，028勇5，112女4．754男g，870女3，639男3．5S5女3泌4男3，702女3，470
?????????????
o 工O 60％ 男5，523女5，ユ茗2男5，2ユ4女4．863男3，997女3，77ユ男3，688郊、482男3，832女3，606男5，638女5．239男5，323女4，嚇男4，08！女3，魯49男3，765女3，555勇3，9I2女3，68ユ
????????????
ユ 12 80％
男5，936女5，544男5，626女5，276男4，410女4，183男4，ユoo女3，894勇4，245女4，018男6，059女5，606男5廿744女5，386馳，502女4，270男4，186女3中976男4，333女4，102
????????????
o ユ3 90％ 男6，142女5，750勇5，833女5，482男4，616女4，389男4，307女4，ユ00男4，451女4，224熟，270女5，870男5－954女5，596勇4，712女4，481勇4，39？女4、工86男4，544女4，3工2
????????????
ユ ユ5■ uo％
男6，554女6，工63男6，245女5，895勇 ，028女4，802男4，719女4，513男4，863女4，637男6，691女6，291男6，375女6，0ユ7男5，133女4．902男4，818女4，60？男4，965女4．733
???????????
o ユ6 ユ2C％ 男6，761女6．369男6，451女6、ユO1男5，235女5，008勇4，925女4，719男5，070女4，843郷，901女6，50工男6，586女6，228男5，344女5，u2男5，028女4，8ユ8男5，175女4，944
?????????????
1 18 140％男7，ユ73女6，781男6，864女6，513勇5，647女5，420男5，338女5，132男5，482女5，255男7，332女6，922男7．O07女6，649男5，765女5，533男5，449女5，239男5，596女5，365
????????????
o 19■150％男7，379女6，987男 ，070女6，7ユ9勇5，853女5，626男5，544女5，338男5，688女5．461勇7，533女7，133男7，217女6，859熟，975女5，744男5，660女5，449男5，807女5，575?????????
ユ 19，150％　，
男7，379女6，987男7，070女6，7ユ9男5，853女5，626男；，544女5，338勇5，688女5，461男7，533女7，133靭，217女6，859辣，975女5，744勇5，660女5，449男5，807女5．575
??????????????
o 19　150％勇7，379女6，987男7，070女6，719男5，853女5，626勇5，544女5，338勇5，683女5，46ユ男7，533女7，13ヨ男7，2I7如，859男5，9字5女5．幽男5，660女5．449男5，807女5，575
過去1宰聞保険金受領なし
ユ 3　－1O％
男4，080女3，688男3，771女3，420男2，5靱女2，327男2，245女2，03署男2，389女2，162男4，工65女畠、765男3，849女3，49正男2，607女2、欲6勇2，292女2，081勇2，439女2，207
襲錯蕃 o 71 30％男｛、905女4，5工3男4，595女4，245男3，379女3，ユ52勇3，069女2，863男3，2工4女2，987勇5，oo7女4，607男4，691女4，333男3，449女3，2工8男3，1拠女2，923男3，281女3，049
遇去1隼間保験金受領2回 o 10 60％
　　■　　■男5，523女5，工32
勇5．舳女4，863勇3，997女3，771勇3，68畠女3，482勇3，832女3，606男5，638女5，239男5，323女4，965男4、ρ8工女3，849男3，765女3，555男3，912女3，681
襲酷蕎 o ！3 90％男6，1｛2女5，750男5，833女5，482男3，616女4，389勇4，307女4，ユ00男4，45工女4，224男6，270女5，870男5，954女5，596男4，712女4、｛81男4，397女4，ユ86男4，544如，312
新規加入又は保険’金受領の記録なL
O 4． o％ 男4，236女3，894努3，097女3，626勇2，760女2，533男2，乱51女2，245男2，595女2，368男4，375女3，976男4，060女茗、702敷、含18女2，586男2，502女2，292男 ．鮒女2，4ユ8
症41本保険に新規に加入する軍用章および動力機滅は，保険料を第4等級として言†算す私
　　　営業用および会社用小型トラックには、この表中の小型トラソク30歳一60歳男憧の保険料を適用する。
　　　レンタルの小型パスには。営桑用小型パスの保険料を遭用する。
注51原動侵付自転章は1999年ユ月1日から本保険に取り入れられた。その保険科は895元である右ただし，参考料率。
注6＝本保陰料の計算式の詳細は，添付資料工参照。各草種予想損書額およぴ事桑費の上限については，添付資料2参照曲隼
　　　齢・性彊1」関係の係数については，添付資料3参照。使用人，規貝腱反，事故圓数に関する係数については．添付資料4
　　　を参鰍
　　　42
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交通規則に違反し，事故を起、した記録 大型トラック 特殊車 軍用軍
回　　数
保険金不受領回　数
????
割引・割増率■
???」???????
??????????????
大型軍保険料 j・型車保険料
???????
普通軍保険料
????????
???????
鑛纏 2 2 一20％ 5．5328，5229，37ユ10，2194，3292．35931，464
受領なし
過去2年間に保険金受領1
1 6 20％ 8．01012，5ユ913，79215，0646，2853．34546，719
回
過去2年間に保険金受領2
1 9 50％ 9，87015，5ユ6ユ7，107ユ8，6987，7514．08358，161
回
離誰金受領2
O 1O 60％lC，48916．5ユ5ユ8，21219，9ユo8，24C4，33061，974
回
遇去2年間に保険金受領3
1 12 8C％11，72918，51420．42322，3329，2174，82269．602
回
過去2年間に保険金受領3
C ユ3 90％．12，34819，5ユ321，52823，5449，7065，06973．416
回
過去2年聞に保険金受領4
ユ ユ5 110％13，58821，5ユ！23，73925，9661C，6845．56ユ81，043
回
過去2年間に保険金受領4
o 16 120％14，20822，5ユO24，84427，177ユ1．ユ735，8084，857
回
過去2年間に俣険金受領5
ユ 18 ユ40％■15，44624．50827，05429，60012，15C6，30092，485
回
過去2年間に俣険金受領5
O 19 150％ユ6，06725，50828，15930，8112，6396，54696，299
回???????????????????????????????????????????????????????? ??????????????????，???．??．??．??????．?????????．???，??．??????，???．???????．??????，???．?????．? ?????????? ??????????． ??． ?????，??
過去1隼嬰灘薔 o 13 90％ユ2，3迅8ユ9，5ユ321，52823，5似 9，7065，06973，4！6
新規加入叉は保険金受領の記録なし
O 4 0％ 6，771ユP．52011，5812，6425，3072，8539，092155098 1158
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